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はじめに 

 

本年は、沖縄戦の終結から 80年の節目の年となる。先の大

戦では、一般住民を巻き込んだ苛烈な地上戦や対馬丸の撃沈

などにより、こどもや若者を含む 20万人もの多くの尊い命が

奪われるなど、沖縄県民は筆舌に尽くしがたい苦難を経験し

た。また、地中には今なお不発弾等が数多く残り、その着実な

処理が求められている。与党・政府においては、歴史を風化さ

せることなくしっかりと心に刻みながら、沖縄の振興に全力

で取り組んでいく必要がある。 

本土復帰後、6 次にわたる振興計画や各種の特別措置等と、

沖縄県民のたゆまぬ努力があいまって、沖縄経済は着実に成

長している。その一方で、未だ全国最下位である一人当たり

県民所得や深刻なこどもの貧困など、解決しなくてはならな

い課題が山積している。 

沖縄の経済成長を持続的なものとしていくためには、こう

した課題への対応と併せて、今後数十年先の沖縄のあるべき

発展の姿を見据えながら、沖縄振興を国家戦略として総合的・

積極的に推進し、骨太な方策を講じていくべきである。こう

した観点から精力的なヒアリング・議論や現地視察を実施し

てきた。 

これらを踏まえ、今後の沖縄振興の方向性を以下のとおり

考える。 

 

 

１ 強い沖縄経済の実現 

 

  沖縄のリーディング産業である観光業については、令和

６年度の入域観光客数が 1,000 万人に迫るなど、コロナ禍

からの回復を着実に遂げている。また、本年夏には本島北部

において「JUNGLIA OKINAWA」が開業するなど、沖縄の観光
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はより一層飛躍する可能性がある。一方、懸念の声が出てい

る渋滞対策や生活環境対策については、インフラ整備を始

めとする施策等を着実に講じていくことが必要である。 

  「見せる復興」による首里城正殿の復元整備については、

令和 8 年秋の完了が見込まれる。こうした観光コンテンツ

の整備に合わせて、沖縄らしい魅力ある景観形成を進める

とともに、観光産業の更なる高付加価値化や「稼ぐ力」の向

上を進めることが必要である。併せて、公共交通の在り方の

検討や各種社会資本の整備、そのための体制強化等を通じ

て、観光客の更なる増加に対応できるよう、オーバーツーリ

ズムという課題にも対応していく必要がある。 

 

  化石燃料への依存度が高い沖縄において、クリーンエネ

ルギー社会を実現することは急務であり、離島における実

証事業を引き続き進めていくとともに、先進的な取組への

支援を進め、産学連携による技術開発や、持続可能な交通環

境の構築を推進していく必要がある。 

  農林水産業については、高付加価値化に向けた取組を進

めるとともに、県産農林水産物の販売力の強化等を支援し

ていく必要がある。 

IT関連産業についても、高付加価値化に向けた取組を進

めていく必要がある。また、沖縄の地理的優位性を活かし、

地元の雇用創出にも大きく寄与する航空関連産業クラスタ

ーの形成を促進する必要がある。 

 

  さらに、沖縄においてスタートアップ企業を育成・支援

すべく、地元企業や金融機関、研究機関等が官民一体となっ

て取組を進め、グローバルな社会課題の解決と沖縄の産業

振興を図っていく必要がある。 

特に沖縄科学技術大学院大学（OIST）については、在籍者

からノーベル賞受賞者が誕生するなど、世界に冠たる日本

の科学技術分野の先駆けとなるポテンシャルを秘めている。
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引き続き世界最高水準の教育研究活動が可能となるよう、

必要な研究環境の整備などの取組支援を着実に実施すると

ともに、地元経済界等との連携を更に強化しつつ、研究の

成果を沖縄の振興につなげていく必要がある。 

   

 

２ 基地返還を見据えた取組への支援 

 

 西普天間住宅地区跡地における「沖縄健康医療拠点」は、昨

年度に整備が完了し、今後は跡地利用のモデルケースとして、

沖縄の振興に貢献していくことが期待されている。今後も、

沖縄に返還される跡地が、中部地域はもとより沖縄全体の振

興に結び付くよう、議論を深めていく必要がある。 

 沖縄の経済界や地元自治体（那覇市、浦添市、宜野湾市）に

よる構想「GW2050 PROJECTS」については、グランドデザイン

が取りまとめられ、グローバルな視点で世界の潮流をとらえ

つつ、沖縄が持続的に発展していくための方向性が戦略的に

示されたところである。今後、求められる機能や地域分担の

明確化を通じて、2050 年に向けた沖縄の魅力的な将来像が描

かれることとなるが、こうした計画の早期実現に向けて、し

っかりと後押しをしていく必要がある。 

 また、駐留軍用地跡地の先行取得については、令和７年度

から沖縄振興予算において国の個別補助事業として新たに措

置したところであり、返還予定地周辺のまちづくり等を含め

て、地元自治体が計画的な取組を進めることができるよう、

引き続き支援していくことが必要である。 

  

 

３ 条件不利地域の振興 

 

 沖縄の北部・離島については、その条件不利性に鑑み、引き

続き必要な支援を行うことが求められる。 
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 北部地域については、地域の産業振興・定住環境の整備に

向けた支援を引き続き進める。また、地元自治体の連携によ

り設立される DMO が、本年夏に開業する「JUNGLIA OKINAWA」

を含めたやんばる観光地域づくりに積極的な役割を果たすこ

とができるよう、後押ししていく必要がある。さらに、令和 6

年の北部豪雨によって被害を受けた施設の復旧・復興につい

ても支援するとともに、豪雨に備えた河川整備を推進する必

要がある。 

 離島については、令和７年度の沖縄振興予算において、割

高な住民の移動に係るコストや農林水産物の物流コストへの

支援を、国の個別補助事業として措置したほか、小規模離島

における子育て支援策を新たに実施したところであり、こう

した移住・定住環境の整備を始めとした離島振興策を引き続

き進めていく必要がある。 

  

 

４ 未来を担う世代への支援 

 

 沖縄は、全国で最も合計特殊出生率が高い一方で、最も低

い一人当たり県民所得や、高い若年妊娠率など、沖縄の未来

を担うこどもを取り巻く環境は未だに厳しい状況にある。 

 引き続き、各種産業振興策を通じた県民所得の向上を図る

とともに、これまで進めてきたこどもの貧困対策支援員やこ

どもの居場所等を通じた支援をしっかり進めるほか、令和７

年度から新たに実施する、地域における学習・就労支援体制

の強化に向けた事業等を通じて、継続的な支援を充実させて

いく必要がある。 

 さらに、沖縄のこどもが身体的・精神的・社会的に将来にわ

たって幸福な状態（Well-Being）で生活を送ることができるよ

う、教育・医療・福祉が融合した取組を展開し、実現していく

ことが重要であり、琉球大学における学際的な政策研究や研
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究結果の社会実装等を後押しするとともに、政策研究の効果

的な推進体制について検討を進める必要がある。 

  

 沖縄の人口も減少が続いていることから、現下の人手不足

だけでなく、人口減少社会の本格的な到来を視野に入れなが

ら、沖縄の歴史的、地理的特性や国際色に富む社会の特性な

ども活用し、競争力強化策や所得向上策と併せ、各界の未来

を支える人材の育成・確保策を講じていく必要がある。 

  その一環として、国際交流の促進を通じて、外国語能力や国

際理解のある人材の増加を図るとともに、沖縄の地の利を生

かした外国との人材交流の活性化といった次のステップに発

展していくことが期待される。 

 

 


